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・Ｑ２-２修正（物価変動率により算定した価格を実勢単価とする旨記載） 

・Ｑ２-４削除（Ｑ２－３の内容と整合を図るため削除） 

・Ｑ２-５削除（スライド条項の概要の内容と整合を図るため削除） 

・Ｑ２-10 修正（コンクリート二次製品等に含まれる鋼材類を対象としない旨記載） 
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・Ｑ２-19 追加（実際の購入金額による価格変動後の金額算定の申し出時の対応） 

・Ｑ２-20 追加（実際に購入した際の単価等を証明する書類が提出し難い場合の対応） 
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【単品スライド条項を適用するにあたって】 

Ｑ１-１：単品スライド条項は市町村発注工事にも適用となるのか。 

Ａ１-１：契約事項に単品スライド条項（以下、「単品スライド」という）が盛り込まれて

いれば、適用できる。 

 

Ｑ１-２：（削除） 

 

Ｑ１-３：単品スライドで定める「請負代金額」とは何か。 

Ａ１-３：基本的には工事の最終的な請負代金額の総価である。なお、部分払いをした工事

にあっては、請負代金額から出来形部分（検査が完了した部分で、支払い額とは異

なる）を控除した額が対象となる。 

 

Ｑ１-４：単品スライドによる変更契約はどの時点で行うのか。 

Ａ１-４：単品スライドは、変更精算時の対象資材数量と請負代金額が対象となることから、

先に通常の変更契約を行い、その後単品スライドの変更契約を行うこととなるが、

同時に処理することも可能とする。 

 

Ｑ１-５：全体スライド工事にも単品スライドは適用となるのか。 

Ａ１-５：全体スライド工事にも併用は可能である。但し、全体スライドの基準日の前後で

単品スライド対象金額と控除額の考え方が異なる（下図参照）。 
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Ｑ１-６：単品スライドの基準日（運用開始日）はいつか。 

Ａ１-６：基本的には当該工事の契約日が基準日となるが、部分払いをした工事にあっては

既済部分検査日の翌日が基準日となる。 

 

Ｑ１-７：単品スライドの対象となる工事は何か。 

Ａ１-７：継続中の工事及び今後新規に発注する工事がスライド対象となる。なお、繰越や

ゼロ国債など前年度発注工事や県債併用工事も対象に含まれる。 

 

Ｑ１-８：工期が終了している工事について、スライド請求はできないのか。 

Ａ１-８：できない。 

 

Ｑ１-９：発注者側が負担する額について説明せよ。 

Ａ１-９：基準日から工期末までの間における対象資材（鋼材類、燃料油、諸資材）の価格

上昇分（変動額）のうち、部分払いなどの既済部分を除いた残額に対して、１％を

超えた部分の価格を発注者が負担する。例えば、対象資材の変動額が１．５％だっ

た場合、１％は受注者、０．５％は発注者が負担することとなる。 

 

Ｑ１-10：スライド変動額は鋼材類、燃料油など対象品目の合計金額か。 

Ａ１-10：鋼材類、燃料油、諸資材のそれぞれの変動額が対象工事費の１％を超えなければ

適用対象とならない。例えば、鋼材類による変動率が１．５％、燃料油が０．２％

だとすると、単品スライドの適用は鋼材類のみで燃料油は対象とならない。  

 

Ｑ１-11：部分引き渡しの工事も対象となるか。 

Ａ１-11：工期中に一部だけ先に引き渡す工事の場合、引き渡し完了部分については単品ス

ライドを適用できない。但し、部分引き渡しを行う「指定部分」について、請負者

側から単品スライド適用の請求対象としたい旨の要請がある場合、引き渡し期限ま

でに協議が整えば、対象とすることができるものとする。この場合、協議について

は「工事打合せ簿」等で処理し、発注者側からの回答として、部分引き渡しを行う

「指定部分」が単品スライド条項の請求対象となる旨を記載して通知する。  

 

Ｑ１-12：低入札工事も単品スライドの適用となるのか。 

Ａ１-12：対象となる。 

 

Ｑ１-13：前払い金はスライドの対象から控除されるのか。 

Ａ１-13：出来形部分ではないので控除されない。 

 

Ｑ１-14：調査ボーリングなどの業務委託も対象となるか。 

Ａ１-14：業務委託はスライドの対象外である。工事のみ対象。 
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Ｑ１-15：単品スライドは、工期末の何日前から請求可能か。 

Ａ１-15：単品スライドに基づく請負代金額の請求は、残工期が２月以上ある場合に限り、

これを行うことができる。 

 

Ｑ１-16：単品スライドの請求日は工期末の２月前までとあるが、この時点で精算代金額

額が未確定の場合、スライド請求はできないのか。 

Ａ１-16：スライド額は精算代金額（変更精算額）を対象としており、スライド請求時点で

確定していることが望ましい。但し、現請負金額にて変動額を計算し、スライド対

象となる可能性があれば請求可能とする（以下、「概算スライド請求」という）。    

→ 関連質問Ｑ５-６   

なお、スライド額協議開始日については、変更契約が見込まれる時期以降に設定

するよう留意すること。 

 

Ｑ１-17：工事請負契約事項第２５条第５項の運用（以下、「運用通知」という）について、 

４．(1) ③で定義される「各種資材」とは何を指すのか。 

Ａ１-17：各種資材とは、共通仮設費に計上される運搬費で、「率に含まれる建設機械の運

搬費」と、積上げによる「質量 20ｔ以上の建設機械」及び「仮設材（鋼矢板、Ｈ形

鋼、覆工板、敷鋼板等）」、「重建設機械の分解・組立及び輸送」である。 

 

Ｑ１-18：スライド額の算定後、変動額を設計書に計上する場合における留意点は何か。  

Ａ１-18：単品スライドでは、対象資材費の差額だけを対象としているので、直接工事費の

みを計上し、諸経費は考慮しない（国通達文書）。 

なお、実際のスライド金額の算定にあたっては、「スライド変更額確認調書（様

式－Ｓ４に添付するもの）」によられたい。 
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【対象資材と価格決定について】 

Ｑ２-１：実勢価格とは何か。 

Ａ２-１：実勢価格とは、物価資料（物価資料、積算資料）に掲載されている価格で、平均

値を採用するものとする。 

 

Ｑ２-２：当初積算が見積もりによる資材の場合、何が実勢価格となるのか。 

Ａ２-２： 当初積算時の類似資材の物価変動率により算定した価格を実勢単価とする。  

ただし、当該材料等の工事費全体に占める割合が大きい場合は、発注者による見

積りの徴取、近隣工事における資材の調達状況の確認等により、別途考慮する。  

 

Ｑ２-３：搬入（または購入）した月の実勢価格とは何か。 

Ａ２-３：原則として、搬入（または購入）した月の翌月の物価資料に掲載されている価格

とする。但し、月積み契約の資材においては、搬入月のものを採用する。 

        → 関連質問Ｑ２-13 

これは、一般的に市況に出回っている資材が、搬入される１ヶ月前に契約され、

その取引価格は翌々月の物価資料に掲載されることから判断している。 

時期 ６月 ７月 ８月 ９月 

資材調達の流れ  

 

 

契約 

（価格決定） 

 

現場搬入 

 

 

価格調査の流れ   

調査期間 

    ◎ 

９月号 

 

    

 月積み契約の資材（８月に現着した資材の例） 

     ○建設物価：(財)経済物価調査会  ８月号 

       ８／９月積み→一部出荷が９月にずれ込むが、ほぼ全て８月  

     ○積算資料：(財)経済調査会    ８月号 

       ８月積み 

 

Ｑ２-４：（削除） 

 

Ｑ２-５：（削除） 

 

Ｑ２-６：増額スライドの運用 ３．(1) ①で定義される「現場」とは何を指すのか。 

Ａ２-６：基本的には工事現場を指しているが、施工前に別の場所で加工を行う場合は、こ

れも「現場」に含めるものとする。また、工場製作工事では、対象資材が搬入され

た工場も「現場」と見なされる。 

搬入した月 
の翌月号 

平均値 
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Ｑ２-７：鋼材類には照明柱やガードレールも対象資材に含まれるのか。 

Ａ２-７：鋼材二次製品も対象品目となる。 

 

Ｑ２-８：鋳鉄管やライニング鋼管も対象資材に含まれるか。 

Ａ２-８：含まれる。 

 

Ｑ２-９：市場単価も対象となるのか。 

Ａ２-９：数量を確認できる場合は対象となる。諸雑費など率計上は対象としない。  

 

Ｑ２-10：コンクリート二次製品にも鉄筋が含まれているが、これも対象となるのか。  

Ａ２-10： コンクリート二次製品等に含まれる鋼材類は対象としない（鋼材類を一部に含

むコンクリート二次製品等については、その中に含まれる鋼材類に係る部分のみ

を分離して価格を算出することが困難なため）。 

 

Ｑ２-11：増額スライドの運用４．(1) ②に、「仮設工等」とあるが、対象資材は何か。 

Ａ２-11：鋼材類の賃料・損料についても対象とする。なお、一度リース契約を結んだもの

については契約途中でその価格が変更されることがないため、スライド算定にあた

っては、対象材料のリース開始日を搬入時点の価格とする。なお、複数の月でリー

スを開始している場合は、その数量に応じて加重平均することにより単価を算出す

る。 

 

Ｑ２-12：仮設材賃料について、仮設区分（任意、指定）により違いはあるのか。  

Ａ２-12：指定仮設の場合はスライド対象とする。但し、任意仮設であっても積算内容と照

らし合わせ、工法に大きな違いがなく、客観的に説明が可能であればスライド対象

に含めることができる。但し、設計数量の範囲内までを対象とする。 

 

Ｑ２-13：実勢単価は搬入（購入）した月の翌月の物価資料にということであるが、スラ

イド協議開始から１４日以内に翌月号が発刊されていない場合はどうするのか。 

Ａ２-13：その場合には、最新号により単価を決定されたい。 

 

Ｑ２-14：単品スライドの運用拡充に伴い、鋼材類、油脂類以外に諸資材が対象となって

いるが、対象品目はどの範囲までとなるか。 

Ａ２-14：請負者と発注者間で個別に協議を行い、原材料費の高騰などの価格上昇要因が明

確な資材については、単品スライドの適用対象資材とすることができるものとした。

なお、この場合には、事前に技術管理課との協議が必要となる。 

 

Ｑ２-15：単品スライドの運用拡充に伴い、単品スライド対象資材の範囲が拡大されたが

対象品目の分類について示して欲しい。 

Ａ２-15：基本的には下表を目安とする。 
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対象品目 対象資材 備考 

鋼材類 形鋼、異形棒鋼、厚板、鋼矢板、鋼管杭、PC鋼線、

ライナープレート、鉄鋼二次製品、ガードレール、

落石・雪崩防止材等 

非鉄金属は含まない 

賃料･損料も対象 

燃料油 軽油、ガソリン、混合油、重油、灯油 潤滑油は対象としない 

骨材類 砂利、砂、栗石、砕石等  

コンクリート類 生コンクリート、モルタル、セメント、特殊コンク

リート、コンクリート二次製品等（PHC 杭、ブロ

ック類、Ｌ型擁壁、側溝類、蓋板類、フリューム類、

ボックスカルバート、集排水桝、推進管類、外圧管

等） 

 

アスファルト混合物類 アスファルト混合物、ｽﾄﾚー ﾄｱｽﾌｧﾙﾄ、ｱｽﾌｧﾙﾄ乳剤  

木材類 丸太材、杭材、角材、割材、板材、合板、松矢板等  

法面保護用材類 芝類、土壌改良材、繊維ネット、肥料等  

塗料類 錆止め塗料、シンナー、中塗･上塗塗料  

電気･通信用材類 電線･ケーブル類、安定器、ランプ、配線器具等  

塩ビ管類 塩化ビニル管類、ﾎ゚ ﾘｴﾁﾚﾝ管類、FRPM管、継手材

等 

 

 

Ｑ２-16：単品スライド対象資材の範囲が拡大された、やはり対象品目ごとに変動額を計

算するのか。 

Ａ２-16：考え方は従来どおりである。対象品目や資材が増えても、対象品目毎に変動額を

計算し、請負額の１％を越えるかどうか判断することに変わりはない。 

 

Ｑ２-17：アスファルト混合物における変動後の官側実勢単価は何によるのか（物価資料

に該当単価がない）。 

Ａ２-17：官側の実勢価格は、物価資料に掲載されている価格で、平均値を採用するものと

定めているが、掲載単価が無い場合はＡ２－２による。 

 

Ｑ２-18：対象数量にはロス等も加味するのか。 

Ａ２-18：対象数量は、設計図書等に数量が明記されていない場合が一般的であるため、発

注者の設計数量に対し、施工によるロス等の数量についても加味することができる

ものとする。 

 

Ｑ２-19：受注者から実際の購入金額により価格変動後の金額を算定することについて、

申し出があった場合の対応 

Ａ２-19：請求時に、受注者が提出する『実際の購入金額が適当な購入金額であることを証

明する書類』により、適当であることが認められた場合に限り、実際の購入金額を
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用いてスライド額を算定できるものとする。なお、詳細については、資料１  単品ス

ライド条項のポイント 参考３ スライド額算定の手順を参照のこと。 

 

Ｑ２-20：実際に購入した際の単価及び購入先を証明する書類を受注者が提出し難い場合

の対応 

Ａ２-20：メーカー等から鋼材類を購入する際に購入先との基本契約で購入価格を漏洩しな

い旨を契約条項として設定している場合など、実際に購入した際の単価及び購入先

を証明する書類を受注者が提出し難い事情があると認められる場合においては、購

入先や単価等の証明書類を省略し、当該対象資材の搬入等の月及び数量を証明する

書類の提出を求めるものとする。この場合、実際に購入した際の単価については搬

入等した月の実勢価格を用い、スライド額を算定する。 
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【材料調達関係について】 

Ｑ３-１：資材調達の不調等により、仮設材の搬入時期と賃料日数について、設計との差異

が生じた場合はどのように考えるのか。 

Ａ３-１：搬入時期については請負者の実績に合わせ、賃料日数については発注者側の考え

方で算定するものとする（日数変更が必要と認められる場合、スライド変更前に精

算変更時点で対応していると思われる）。 

月 ８  ９  10  11  12  １  ２ 

設  計  

搬入９月  賃料日数 60 日 

実  績  

搬入 10 月   賃料日数 80 日 

スライド算定  

搬入 10 月  賃料日数 60 日 

 

Ｑ３-２：総合評価落札方式で仮設計画の技術提案を受けた工事についてはどのように考え

るのか。 

Ａ３-２：請負業者の実績数量を計上するのではなく、あくまで設計の考え方で比較するも

のとする。 

 

Ｑ３-３：鋼材類において、下請業者が対象資材を購入・加工したものを買い取るという契

約の場合の取り扱いはどうなるのか。 

Ａ３-３：この場合、下請業者に対象資材が搬入された時点で現場搬入と見なす。なお、下

請業者が直接取り扱いした資材の場合、これも証明書類となる。 

      → 関連質問 Ｑ５-２ 

 

Ｑ３-４：今後部分払い検査等があるものは、対象外となるのか。 

Ａ３-４：検査結果通知書等にスライド協議の対象にする旨を記載して通知することにより、

スライド適用可能となる。 
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【暫定税率との関連について】 

Ｑ４-１：（削除） 

 

Ｑ４-２：（削除）  

 

Ｑ４-３：（削除） 
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【証明書類関係について】 

Ｑ５-１：増額スライドの運用５．(1)及び(2)に記載されている「証明書類」とは何か。 

Ａ５-１：対象資材を実際に購入した際の「購入数量」、「購入価格」、「購入時期」、「購入先」

あるいは運搬した機材ごとの「運搬時期」、「運搬距離」、「運搬機械」、「運搬会社」

を証明する書類（以下、「証明書類」という）をいう。 

 

Ｑ５-２：証明書類の一部は会社でも保存しておくべきものがあり、今回単品スライドの証

拠書類として原本の提出が必要となるのか。 

Ａ５-２：発注者側に提出するものはコピーでも可とするが、必要事項は全てコピー前に記

載しておくこと（コピー後の追記は不可）。但し、確認の意味で原本の提示を求める

場合もある。 

 

Ｑ５-３：増額スライドの運用５．(3)に記載されている燃料油に関する「主たる用途に用

いた数量」とは、どのようなものか。 

Ａ５-３：全ての項目の証明がなされた数量を「主たる用途に用いた数量（V1）」、証明が

なされなかった数量を「主たる用途以外に用いた数量（V2）」といい、原則として

証明がなされた数量 V1 が単品スライドの対象となる。 

但し、燃料油に該当する資材で、証明がなされなかった V2 についても、概算数

量を算出してもらった上で、監督職員との協議の上、証明書類の全てを提出するこ

とがやむを得ないと認められる場合においては、設計数量（V1＋V2≦設計数量）の

範囲内で対象数量とすることができる。 

 

Ｑ５-４：単品スライドの対象材料と必要証明書類について説明せよ。 

Ａ５-４：購入価格・数量等に関する証明書類については以下のとおりである。 

なお、２．(2)について、請負業者から証明書類が提出されない場合（申請のな

い場合も含む）、単品スライドの対象としない。 

対象品目 対象数量 区 分 必要事項 証明書類 

１.鋼材類 (1) 設計数量 製作工場、現場等に搬

入もしくは月積み契約

した鋼材類 

搬入現場、購入数量・価格、

購入時期、購入先、購入金

額等を証明するもの 

証明様式－１ 

納品書、領収書

請求書等 

２.燃料油 (1) 設計数量 

・主たる用途 

・主たる用途以外 

現場内建設機械に使用

した燃料類（場外への

ﾀﾞﾝﾌﾟ運搬等含む） 

購入現場、購入数量・価格、

購入時期、購入先、購入金

額等を証明するもの 

証明様式－１ 

納品書、請求書

等納品書、領収

書請求書等 

(2) 設計数量外 

(機材運搬燃料） 

各種資材（建設機械、

仮設材）の運搬に要し

た燃料類 

運搬現場、運搬時期、運搬

距離、運搬機械、運搬会社、

燃料代等を証明するもの 

証明様式－２ 

納品書、領収書

請求書等 

 

Ｑ５-５：スライド請求時点における提出書類等は何か。 

Ａ５-５：スライド請求時に必要な書類は以下のとおりである。 
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・ 物価の変動に基づく請負代金額の変更に伴う工事請負契約事項第 25 条第５

項の適用について（様式－Ｓ１） 

・ スライド変更額確認調書 

請負代金額の変更の対象材料証明書（証明様式－１） 

各種資機材の材料証明書（証明様式－２） 

・ 証明書類（コピーでも可）。 

・ 実際の購入金額が適当な購入金額であることを証明する書類 

 

Ｑ５-６：概算スライド請求の場合、証明書類はどの程度必要か。 

Ａ５-６：上記５-５と同様であるが、証明書類は請求時点までのものを添付する。なお、

未購入（搬入）資材の単価については現時点における単価で試算するものとする。  

 

Ｑ５-７：スライド額協議日を通知後、請負者側で変動額を算出したところ、スライド変更

の対象とならなかった。この場合はどのように扱うのか。 

Ａ５-７：「物価の変動に基づく請負代金の変更に伴う工事請負契約書第 25 条第５項の取り

下げについて」（様式－Ｓ３－２）を提出するものとする。 

 

Ｑ５-８：スライド額協議日を通知後、発注者側で変動額を算出したところ、スライド変更

の対象とならなかった。この場合はどのように扱うのか。 

Ａ５-８：「請負代金額の変更について（通知）」（様式－Ｓ５）により、その旨通知するも

のとする。 

 

Ｑ５-９：請負代金額の変更協議（様式－Ｓ３－１）は、指定されたスライド協議開始日か

ら何日以内に行うのか。 

Ａ５-９：協議開始日から 14 日以内にスライド額を決定する必要があるため、速やかに協

議を開始されたい。 

 

Ｑ５-10：仮設材や建設機械の運搬に関する証明書類は、「運搬現場、運搬時期、運搬距離、

運搬機械、運搬会社、燃料代」等とあるが、具体的には何が必要か。 

Ａ５-10：具体例を以下に示す。 

項 目 証明書類 提出区分 備 考 

運搬会社 請求書（納品書） 必須  

対象機材 請求書（納品書） 必須 

搬入現場 請求書（納品書） 必須 

搬入時期 請求書（納品書） 必須 

運搬距離・基地 ルート図（地図等） 必須 

運搬機械 車検証の写し  

運搬費 計算書（見積書）  

燃料代 請求書（納品書）  

 

・ 
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    なお、運搬機械、運搬費、燃料代の証明書類が提出困難な場合は、発注者側の考

え方でのみ算出する。   → 関連質問 Ｑ６-１、Ｑ６-２ 

 

Ｑ５-11：燃料油における証明書類の具体例を示せ。 

Ａ５-11：以下に証明書類の例を示すので参考とされたい。 

 （例５-11-１） 現場毎に処理している場合 

 （例５-11-２） 会社で一括処理している場合 

  

Ｑ５-12：鋼材類における証明書類の具体例を示せ。 

Ａ５-12：以下に証明書類の例を示すので参考とされたい。 

 （例５-12-１） 現場毎に処理している場合（その１） 

 （例５-12-２） 現場毎に処理している場合（その２） 

 （例５-12-３） 現場毎に処理している場合（その３） 

（例５-12-４） 会社で一括処理している場合 

 

Ｑ５-13：仮設材や建設機械における証明書類の具体例を示せ。 

Ａ５-13：以下に証明書類の例を示すので参考とされたい。 

 （例５-13-１） 現場毎に処理している場合（その１） 
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（例５-11-１） 現場毎に処理している場合（燃料油） 

   請求書にて、請負業者名、工事現場、購入先、対象資材名、購入

価格・数量、購入金額、購入時期を確認 
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（例５-10-２） 一括請求の場合 

請求書にて、請負業者名、購入先、対象資材名、購入価格・数量、購入金額、購  

 

 

（例５-11-1） 会社で一括処理している場合（燃料油） 

請求書にて、請負業者名、購入先、対象資材名、購入数量・価格、

購入金額、購入時期を確認。工事現場は確認できない。 

納 品 書 も

チェック 
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 神岡 06203 号工事 軽油合計○○○リットル  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

（例５-11-1） 会社で一括処理の場合（燃料油） 

納品書にて、工事現場名を確認、請求書の記載内容と購入時期、

対象資材名及び数量を照合する。 

神岡 
06203 
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（例５-12-１） 現場毎に処理している場合（鋼材類） 

   請求書にて、請負業者名、工事現場、搬入先、対象資材名、購入・

数量・価格、購入金額、搬入時期を確認 

御  請  求  書 
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（例５-12-２） 現場毎に処理している場合（鋼材類） 

   請求書にて、請負業者名、工事現場、搬入先、対象資材名、購入

数量・価格、購入金額、搬入時期を確認 
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（例５-12-３） 現場毎に処理している場合（鋼材類） 

   請求書にて、請負業者名、工事現場、搬入先、対象資材名、購入

数量・価格、購入金額、搬入時期を確認 
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（例５-12-４） 会社で一括処理している場合（鋼材類） 

   請求書にて、請負業者名、購入先、対象資材名、購入価格を確認。

対象工事名、搬入数量は確認できない。 

 

仕入明細等

もチェック 
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（例５-12-４） 会社で一括処理している場合（鋼材類） 

   仕入明細等により、対象工事名、対象資材名、搬入時期、搬入数

量等を確認。 
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Ｑ５-14：実工程上との整合性を証明する書類とは何か（資料－１、P12） 

Ａ５-14：請負者側から事前に提出されている施工計画書の工程表にて、資材の搬入（購入）

時期の妥当性をチェックするものとする。なお、これと相違がある場合は証明書類

と一緒に提出するものとする。 

 

Ｑ５-15：（削除） 

（例５-13-１） 現場毎に処理している場合（仮設材） 

   請求書にて、請負業者名、工事現場、搬入先、対象資材名、購入

数量・価格、搬入時期等を確認。 
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【スライド請求・金額算定について】 

Ｑ６-１：各種資材の運搬に要する対象数量はどのように算出するのか。 

Ａ６-１：各種資材（建設機械、仮設材）の運搬に要した燃料類については、輸送基地から

の運搬距離、走行速度、機関出力、燃料消費量より間接的に数量を算出するものと

する。 

 

Ｑ６-２：各種資材の運搬等に要するスライド額はどのように算出するのか。 

Ａ６-２：仮設材の賃料・損料については「鋼材類」に、その他資材の運搬に要した費用に

ついては「燃料油」及び「諸資材」の変動額に加算するものとする。このとき、請

負代金額の１％を超えるかの判断については、各対象資材との合計金額とする。  

）（消費税率＋）－Ｐ－Ｍ）＋（Ｍ－Ｍ　　　（Ｍ

）－Ｍ）＋（Ｍ－Ｍ）＋（Ｍ－Ｍ）＋（Ｍ－ＭＳ＝　（Ｍ

当初
賃料

変更
賃料

当初
材

変更
材

当初
運賃

変更
運賃

当初
油

変更
油

当初
賃料

変更
賃料

当初
鋼

変更
鋼

1
      

各対象資材毎の増額分が１％を超えるか判断する            

 

Ｑ６-３：発注者側における価格変動後の対象数量と金額の決定方法について説明せよ。 

Ａ６-３：対象数量と価格変動後金額については以下のとおりである。 

 ① 請負者側の価格変動後金額 

申請数量：V1+V2 

（請負者） 

申請数量における変動後金額の決定方法 

申請数量 設計数量外 

（V1+V2）＞V V／（V1＋V2）×購入金額 運搬費 

（V1+V2）≦V 各月の購入数量と実勢単価による加重平均×（V1＋

V2） 

運搬費 

 

 ② 発注者側の価格変動後 

申請数量：V1+V2 

（請負者） 

証明書 対象数量（発注者）：V 設計数量における変動

後金額の決定方法 
設計数量 設計数量外 

（V1+V2）＞V 証明書類の

提出あり 

V1 

※V1＞V の場合 V1=V 

機材運搬燃料費 各月の購入数量と実勢

単価による加重平均 

×対象数量 

証明書類の

提出なし 

V－V1 

※V1＞V の場合 V2=0 

 工期の始期が属する翌

月から工期末の前々月

までの実勢価格の平均 

  ×対象数量 

（V1+V2）≦V 証明書類の

提出あり 

V1 機材運搬燃料費 各月の購入数量と実勢

単価による加重平均 

  ×対象数量 

証明書類の

提出なし 

V2  工期の始期が属する翌

月から工期末の前々月

までの実勢価格の平均 

  ×対象数量 

※ ）V1：証明がなされた数量、V2：証明がなされなかった数量、Ｖ：設計数量 
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Ｑ６-４：スライド額の算定にあたり、増額スライドの運用２．(1)のＰ（請負代金額）に

は消費税が含まれるか。 

Ａ６-４：含まれます。 

 

Ｑ６-５：受注者側の価格変動後金額にも落札率は乗じるのか。 

Ａ６-５：乗じません。また、受注者の購入金額を実勢単価とした場合についても乗じませ

ん。 

 

Ｑ６-６：証明書類が他の工事現場のものも含んでいる場合、取り扱いはどうなるのか。 

Ａ６-６：他の工事と一緒でも、当該工事に使用されていることが証明できればよい。  

 

Ｑ６-７：（削除） 

 

Ｑ６-８：スライド額の算定にあたり、運用通知２．(4)「乙が各対象材料を実際に購入し

た際の代金額」の扱いについて、詳しく説明せよ。 

Ａ６-８：「乙が各対象材料を実際に購入した際の代金額」の計算例について、以下に示す。  

  

 （ケース１） ①実際の購入数量が設計数量以下である場合 

～比較数量は購入数量（受注者申請数量）となる 

    （当初設計）            （実 績） 

 

 

 

 

 

 

＝当初
鋼M 1.9ｔ×126,000×k×105／100＝238,350 円       （k=0.95 とする） 

  Ｍ1：価格変動後の官側積算額：1.9ｔ×142,000×k×105／100＝254,100 円 

    Ｍ2：受注者の実際の購入金額：1.9ｔ×127,000×105／100＝  253,050 円 

      Ｍ2 ＜ Ｍ1 、よって受注者の代金額がスライド額となる。 

＝変更
鋼M 1.9ｔ×127,000×105／100＝  253,050 円 

※変動額鋼＝
当初
鋼

変更
鋼 　－　MM ＝253,050－238,350＝ 14,700 円 

溝形鋼［250 
数量:2.0ｔ 
単価:126,000 円 
金額:252,000 円 

溝形鋼［250 
数量:1.9ｔ 
単価:127,000 円 
金額:254,600 円 

実勢単価 

申請数量 

落札率は
乗じない 
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（ケース２） ②実際の購入数量が対象数量を上回る場合（その１） 

  ～比較数量は、設計数量である 

    （当初設計）            （実 績） 

 

 

 

 

 

＝当初
油

M 5,000 ㍑×105×k×105／100＝495,600 円        （k=0.90 とする） 

Ｍ1：価格変動後の官側積算額：5,000 ㍑×126×k×105／100＝595,350 円 

  Ｍ2：受注者の実際の購入金額：5,000 ㍑／5,200 ㍑×665,600＝640,000 円 

 

 

Ｍ1 ＜ Ｍ2 、よって官側積算額がスライド額となる。 

＝変更
油

M 5,000 ㍑×126×k×105／100＝  595,350 円 

※変動額油＝
当初
油

変更
油 　－　MM ＝595,350－495,650＝ 99,700 円 

 

（ケース３） ②実際の購入数量が対象数量を上回る場合（その２） 

～比較数量は、設計数量である 

    （当初設計）            （実 績） 

 

 

 

 

 

＝当初
油

M 5,000 ㍑×105×k×105／100＝495,600 円       （k=0.90 とする） 

Ｍ1：価格変動後の官側積算額：5,000 ㍑×126×k×105／100＝595,350 円 

  Ｍ2：受注者の実際の購入金額：5,000 ㍑／5,200 ㍑×615,000＝591,346 円 

 

 

Ｍ2 ＜ Ｍ1 、よって受注者の購入金額がスライド額となる。 

＝変更
油

M 5,000 ㍑／5,200 ㍑×615,000＝591,346 円 

※変動額油＝
当初
油

変更
油 　－　MM ＝591,346－495,600＝ 95,746 円 

軽油 
数量:5,000 ㍑ 
単価:105 円 
金額:525,000 円 

軽油 
数量:5,200 ㍑ 
単価:128 円 
金額:665,600 円 

実勢単価 

軽油 
数量:5,000 ㍑ 
単価:105 円 
金額:525,000 円 

軽油 
数量:5,200 ㍑ 
単価:125 円 
金額:615,000 円 

実勢単価 

代金額 

代金額 

設計数量 

設計数量÷実績数量 

設計数量 

設計数量÷実績数量 
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（ケース４） ③燃料油について主たる用途以外の用途に用いた数量を対象数量とし

た場合（設計：10,000 リットル、工期：４月～９月を想定） 

    （当初設計）            （実 績） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       設計数量：10,000 ㍑   ＜    実績数量：10,500 ㍑ 

                         購入代金合計：1,400,000 円 

＝当初
油

M 10,000 ㍑×118×k×105／100＝1,115,100 円       （k=0.90 とする） 

Ｍ1：価格変動後の官側積算額： 

○主たる用途の場合 9,000 ㍑×128×k×105／100＝1,087,800 円 

※各購入月の実勢価格を購入月ごとの購入数量で加重平均した価格 

   （3,000×125＋4,500×125＋1,000×142＋500×160） 

÷（3,000＋4,500＋1,000＋500）＝128 円 （下記実績表参照） 

 

○ 主たる用途以外の場合  

 （10,000 ㍑－9,000 ㍑）×130×k×105／100＝122,850 円 

  ※工期の始期が属する月の翌月から工期末が属する月の前々月までの各

月における実勢価格の平均価格 

（125＋125＋142）÷３＝130 円      （下記実績表参照） 

※ Ｍ1＝ 1,087,800＋122,850＝ 1,210,650 円 

実績表 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

主たる用途 

Ｖ＝9,000 ㍑ 

 ★購入 ★購入 ★購入 ★購入  

 3000 ㍑ 4500 ㍑ 1000 ㍑ 500 ㍑  

 業者購入時単価 103 124 160 169 170  

官側実勢単価 118 125 125 142 160  

主たる用途以外 

Ｖ2＝1,500 ㍑ 

 

購入月等不明 1,500 ㍑ 

 業者購入時単価 103 124 160 169 169 169 

官側実勢単価 118 125 125 142 160 165 

          

工期の始期の翌月   工期末の前々月 

軽油 
数量:10,000 ㍑ 
単価:118 円 
金額:1,180,000 円 

軽油（５月） 
数量:3,000 ㍑ 
単価:124 円 
金額:372,000 円 

軽油 
数量: 500 ㍑ 
単価:160 円 
金額:△△△円 

主たる用途 
9,000 ㍑ 

主たる用途
以外 
 1,500 ㍑ 

設計数量 主たる分控除 

設計数量 

加重平均した単価 

平均価格 

購入月 
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    Ｍ2：受注者の実際の購入金額（購入単価による）： 

10,000 ㍑／10,500 ㍑×1,400,000＝1,333,333 円 

 

 

Ｍ1 ＜ Ｍ2 、よって官側積算額がスライド額となる。 

＝変更
油

M  1,087,800＋122,850＝ 1,210,650 円 

※変動額油＝
当初
油

変更
油 　－　MM ＝1,210,650－1,115,100＝ 95,550 円 

 

Ｑ６-９：価格変動後における単価の算定方法について、詳しく説明せよ。 

Ａ６-９：運用通知 ３．(1)に示す①～②について、以下に具体例を示す。 

  

 （ケース１） ①鋼材類または②燃料油イの場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●発注 Ｍ変更鋼 Ｍ当初鋼

４月 ５月 ６月

★搬入 ★搬入 p'×D×K×1.05

受注者：搬入または購入時数量 100.0 120.0

受注者積算：受注者購入時単価 100,000 110,000 20,704,950

官積算：実勢単価（物価資料等） 98,000 98,000 106,000 20,098,050 20,098,050 19,242,300

変動額鋼＝Ｍ変更鋼－Ｍ当初鋼 変動額鋼＝ － ＝ 855,750円

105,454

102,363

20,098,050円 19,242,300円

鋼　板（SM490Ａ） 受注者又は官
積算で少ない

額
p×D×K×
1.05

（官積算との比較）

実勢価格

p'

220.0

 

Ｍ変更鋼＝102,363 円/t×220.0t×落札率×1.05 
    ＝20,098,050 

受注者又は官積算で少ない額を
採用 

官:20,098,050 ＜ 受:20,704,950 
 よって、官を採用 

代金額 設計数量÷実績数量 

p’:各対象資材を搬入した期間における単価の平均値 
p’＝(100.0t×98,000 円/t＋120.0t×106,000 円/t)÷(100.0t＋120.0t) 
 ＝102,363 円/t 

Ｍ当初鋼＝98,000 円/t×220.0t×落札率×1.05 
    ＝19,242,300 
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  （ケース２） ②燃料油ロの場合 

        対象数量：8,000 リットル、工期：４月～９月 

        主たる用途：7,000 リットル、主たる用途以外：1,000 リットル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ６-10：（削除）  

 

Ｑ６-11：現着単価で設計している資材について、一度別の場所に仮置きして搬入した場合

はどうなるのか。 

Ａ６-11：設計の考え方に基づいて算出されたい。但し、仮置きがやむを得ないと認められ

る範囲で、客観的に説明が可能であれば、仮置き場と搬入現場までの距離により燃

料費（変動額）を算出し、スライド計上しても差し支えない。 

 

Ｑ６-12：発注者側でスライド金額を算定する場合、請負者の購入金額には落札率を乗じ

ないこととなっているのに、請負者がスライド協議する場合（様式－Ｓ３－１に添

付する「スライド変更額確認調書」）に落札率を乗じることは、矛盾するのではな

いか。 

●発注 Ｍ変更鋼 Ｍ当初鋼

４月 ５月 ６月 ７月

★購入 ★購入 ★購入 p'×D×K×1.05

受注者：搬入または購入時数量 3,000.0 4,000.0 2000.0

受注者積算：受注者購入時単価 103 124 160 169 936,600

官積算：実勢単価（物価資料等） 118 125 125 142 799,050 799,050 737,100

変動額鋼＝Ｍ変更鋼－Ｍ当初鋼 変動額鋼＝ － ＝ 61,950円

●発注 Ｍ変更鋼 Ｍ当初鋼

４月 ５月 ６月 ７月

p'×D×K×1.05

受注者：搬入または購入時数量 1,000.0

受注者積算：受注者購入時単価 103 124 160 169 126,000

官積算：実勢単価（物価資料等） 118 125 125 142 116,550 116,550 105,000

変動額鋼＝Ｍ変更鋼－Ｍ当初鋼 変動額鋼＝ － ＝ 11,550円

737,100円

p×D×K×
1.05

（官積算との比較）

実勢価格

p'

軽油（パトロール）
主たる用途 受注者又は官

積算で少ない
額

軽油（パトロール）
主たる用途以外

実勢価格

（官積算との比較） 受注者又は官
積算で少ない

額

7000.0

150

128

799,050円

131

116,550円 105,000円

購入月不明など
p×D×K×
1.05p'

1000.0

142

 

p’:工期の始期が属する月の翌日から工期末が属する月の前々月まで
の各月における実勢価格の平均値 

p’＝(125 円/L＋125 円/L＋142 円/L)÷３ 
 ＝131 円/L 

p’:各対象資材を搬入した期間における単価の平均値 
p’＝(3,000L×125 円/L＋4,000L×125 円/L＋2,000L×142 円/L) 
÷(3,000L＋4,000Ｌ＋2,000L) 

 ＝128 円/L 
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Ａ６-12：請負者の協議額は、スライド協議するかどうかの目安と考えているので問題ない。 
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【予算関係について】 

Ｑ７-１：単品スライド増額に対する予算措置は考えているのか。 

Ａ７-１：国庫補助事業に関して、国では単品スライド適用のための補正予算は考えていな

い。繰越工事で予算が決まっている場合は現年予算での対応となる。事業課と相談

の上、予算の範囲内で調整願いたい。 

 

Ｑ７-２：スライド対象となるか事前に試算する方法がないか。 

Ａ７-２：まず、当初発注時点でのスライド適用相当単価（価格変動後の価格差が請負金額

の１％を超える場合の単価）を算出後、物価の高騰状況から可能性を判断する。  

 

   （例）設計金額：84,000,000 円、請負額：67,200,000 円（税込み）で、スライド

対象資材が軽油（118 円/㍑×20,000 ㍑、2,360,000 円）の場合       

を算定する。１％となる対象資材費Ｐ＝ＭＭ

する。１％でスライドが発生＞Ｐ－ＭＭ

１％　　より）－Ｐ－Ｍスライド額：Ｓ＝（Ｍ

当初油変動油

当初油変動油

当初油変動油







 

      

　となる
ｋＤ

Ｐ
＝ｐよって、ｐ

ｋ：落札率　　　　　　　　　　

Ｄ：燃料油の数量　　　　　　　　　　

燃料油の単価：価格変動後におけるｐ　　　　　　　　　　

る燃料油の単価ｐ：価格変動前におけ　　　　　　　　　　

Ｐ：請負代金額　　　　　　　　　　

／ｋＤ＝ｐＭ

ｋＤ

１％ＰＭ
＝ｐ

　　であるから／ｋＤ＝ｐＭ

当初油

当初油

変動油













105
'

'

100105

105

100
'

100105'

 

      

これより、スライド適用相当単価を算出する。 

ｐ’＝118 ± 67,200,000／（105×20,000×0.80） 

       ＝ 118 ＋ 40  ＝158 円（単価上昇率：３４％） 

         118 － 40  ＝ 78 円（単価下降率：３４％） 

     ※ 設計時点に比べ、実勢価格が３４％以上変動すると、単品スライドに該当

する可能性がある。 

 

  

Ｑ７-３：現年予算内でスライド変更契約が困難となった場合、次年度で対応可能か。 

Ａ７-３：単品スライドは、「契約事項第２５条第５項」による請負代金額の変更措置であ
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る。従って、当該工事と分離して別途契約するのは好ましくない。 

 

Ｑ７-４：（削除）  

 

Ｑ７-５：ほ場整備工事等については県債を併用し、整地仕上げまでを一連工事として発注

しているが、この場合も請負者側のスライド請求は工期末の２ヶ月前となるのか。

また、スライド額はどの予算で対応するのか。 

Ａ７-５：県債併用工事など複数年にわたる工事であっても、工期末の２ヶ月前までのスラ

イド請求となる。例えば、整地仕上げや補完工事等を考慮し、６月末まで工期設定

していれば４月末までにはスライド請求する必要がある。なお、単品スライドの対

象工事は現年予算分がほとんどであり、本来であれば現年予算内でスライド額を捻

出すべきであるが、現年予算分を確定するための出来形検査時点で変更精算額を確

定することが困難なことから、スライド額は県債の予算枠で執行しても差し支えな

いものとする。 
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【減額スライドについて】 

工事請負契約事項第 25 条第５項の規定により、発注者側から請負代金額の減額変更

を請求する場合について、以下「減額スライド」と呼ぶことにする。 

 

Ｑ８-１：委託業務は減額スライドの対象となるか。 

Ａ８-１：業務委託は対象外である。但し、「除排雪作業業務委託」で契約書の中に「物価

変動に基づく請負代金額の変更」について明記してあれば対象とすることができる。 

 

Ｑ８-２：減額スライドに該当しそうな工事の目安は何か。 

Ａ８-２：一概に断定することは困難であるが、対象資材が急騰している時期の価格で積算

した工事で、その資材の占める割合が高い場合には該当する可能性が高い。例えば、

河川築堤工事、暗渠排水工事及び除排雪作業業務委託などが想定される。 

 

Ｑ８-３：減額スライドは発注者側からの請求であるが、従来の単品スライドにおける手順

及び様式に違いはあるか。 

Ａ８-３：基本的な手順は同じであるが、スライド請求を発注者側で行うことより、７日以

内に行う「スライド額協議開始日の通知」をスライド請求協議時に同時に行うこと

とした。 

また、様式についても若干の変更があるので、単品スライド実施フロー及び様式

集を参考とされたい。 

 

Ｑ８-４：（削除） 

 

Ｑ８-５：資材の運搬及び建設機械、仮設材の運搬に燃料油を用いた場合、この燃料油も減

額スライドの対象と考えるのか。 

Ａ８-５：数量を確認できない諸資材等の運搬に要した燃料油については、減額スライドの

対象としないものとする。 

 

Ｑ８-６：減額スライドの請求後、精算変更を行った段階で該当しないことが判明した場合

はどうするのか。 

Ａ８-６：「様式－Ｓ３－２」に準じてスライド請求を取り下げて下さい。 

 

Ｑ８-７：減額スライドを想定していなかったが、精算変更を行った結果、該当することが

判明した場合はどうするのか。 

Ａ８-７：残工期２月前（工期の末日が平成 21 年３月 31 日以前である工事は平成 21 年２

月 28 日）の段階で試算を行い、減額スライドの該当有無について判断する。 

この時点で該当しないと判断されていれば、仮に精算変更時に該当することが判

明しても減額スライド請求の対象としない。 
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Ｑ８-８：上記スライド請求時点で明確に設計数量の変更が見込まれている場合は、その数

量を用いてスライド計算してもよいか。 

Ａ８-８：変更契約前であっても、打合せ簿で予定数量について明記していれば、これを用

いてスライド額を算定する。 

 

Ｑ８-９：減額スライド請求の場合、請負者に対して証明書類等の提出を求めるのか。 

Ａ８-９：請負者からの請求に基づくスライド算定と異なり、証明書類の提出及び実際に購

入した際の代金額との比較は要しないものとする。但し、減額スライド請求額に対

し、請負者が同意しがたい場合には、証明書類の提出が必要となる。 

 

Ｑ８-10：発注者が提示した減額スライド請求に対し、請負者が同意しがたい場合の対応

について示して欲しい。 

Ａ８-10：「単品スライド実施フロー」に従い、スライド額協議開始時に実際の購入金額を

証明できる資料を添付した「証明様式－１’」を提出してもらい、官側で積算した価

格変動後の金額と比較を行う。 

 

Ｑ８-11：当初の資材単価が見積りによる場合、変動後の実勢価格はどうするのか。  

Ａ８-11：鋼材及びその他対象資材における減額スライド請求は、計画工程表等に基づいて

各購入または搬入月の実勢価格を単純平均して求めることになるが、見積りの有効

期限内であっても鋼材あるいは燃料油等の下落の影響を受け、見積り価格が下降し

ている可能性は否定できない。 

従って、当該工事の資材単価が見積りによる場合でも、資材購入・搬入時の価格

を把握することは必要なことではあるが、再度各資材の見積り徴収を行うことは合

理的ではなく、発注者が請求するものであることから、当該工事の主要部分を占め

る資材について、刊行物掲載の類似品の価格から「積算時点」と「購入・搬入時点」

とにおける価格比率（価格変動率）を算出し、当該単価に乗じるものとする。 

 

（例）大型Ｉ形鋼を見積りにより価格決定した場合 

設計金額：51,660,000 円、請負金額：43,911,000 円（落札率 85％） 

ダクタイル鋳鉄管（見積金額：300,000 円/本×80 本＝24,000,000 円） 

当初積算：９月、資材搬入：１１月 

「主要資材の価格推移［秋田］」では“Ｈ形鋼”を準用する。グラフは H20.1

月を標準（1.0）としており、９月は 1.60、１２月は 1.57 となる。 
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H形鋼

1.00 1.00
1.07

1.24
1.39

1.51 1.57 1.60 1.60 1.60 1.57
1.45

1.30
1.22

0.5

1.0

1.5

2.0

H20.1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 H21.1月 2月

 

９月から１２月の価格変動率ｆを求めると、ｆ＝1.57／1.60＝0.981となる。 

これより価格変動後の単価ｐ‘は、当初の見積もり価格に乗じて求める。 

ｐ’＝300,000 円/本×0.981 ≒ 294,000 円/本 

Ｍ当初＝ｐ×Ｄ×ｋ×105／100 

  ＝300,000×80×0.85×105／100＝21,420,000 円 

Ｍ変更＝ｐ’×Ｄ×ｋ×105／100 

  ＝294,000×80×0.85×105／100＝20,991,600 円 

変動額＝Ｍ変更－Ｍ当初＝－428,400 円（マイナスなので減額） 

スライド額：Ｓ＝（Ｍ変更－Ｍ当初）＋Ｐ×１／100 

       ＝－428,400 ＋ 43,911,000×0.01 

       ＝10,710 円 ＞ ０ 

よって、この場合は減額スライドに該当しない。 

 

Ｑ８-12：当初の資材単価が市況調査による場合、変動後の実勢価格はどうするのか。  

Ａ８-12：上記Ａ８-11 に準じて算定する。 

 

Ｑ８-13：スライド協議開始後、請負者から減額請求に対して異論が唱えられたが、実際

の購入金額が確認できなかった。この場合の扱いはどうなるのか。 

Ａ８-13：実際の購入金額が確認できない場合は、発注者側の請求額がスライド額となる。 

 

Ｑ８-14：暗渠排水工事については県債を併用し、春の二次埋戻までを一連工事として発

注しているが、現年予算確定時に減額スライド額も加味しなければならないのか。 

Ａ８-14：厳密には２ヶ年度分に対象資材を分けてスライド額を捻出すべきであるが、現年

予算分を確定するための出来形検査時点で変更精算額まで確定することが困難なこ

とから、スライド額は県債の予算枠で執行しても差し支えないものとする。  

なお、部分払のための既済部分検査に合格した旨の通知を行うに当たり、書面に

当該部分も単品スライド条項の協議対象とする旨記載する必要がある。 

        → 関連質問 Ｑ７-５ 
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【施工パッケージ型積算におけるスライドについて】 

Ｑ９-１：施工パッケージ型積算における設計数量は、どのようになるのか。 

Ａ９-１：ＪＡＣＩＣから出力される機労材集計リストに設計数量が記載されているので、

その数量を用いるものとする。（機労材集計リストには、全ての歩掛・施工パッケー

ジの数量が集計されて表示されている。） 

 

   （参考）施工パッケージ積算における設計数量算出の考え方 

       構成比率と標準単価から設計数量を逆算している。 

          例：ＢＨ掘削 標準施工単価 181.6 円／m3 

               軽油の構成比率 20.99％  

                        軽油の標準単価 106 円／㍑ 

         この場合の軽油の設計数量は 181.6×0.2099÷106＝0.3596 ㍑／m3 

      となり、施工数量が乗じられて設計数量が算出されている。 


